
 

報道関係者各位 

 2018年７月２日 

人事労務分野の情報機関である産労総合研究所（代表・平盛之）は、このたび「2018年度 決定初任給調査」を

実施しました。本調査は1961(昭和36)年より毎年実施しています。 

 

調査の結果、2018年度の決定初任給(2018年４月に確定した初任給)の水準は、大学卒（一律）で206,333円、高校卒（一

律）で167,249円となり、全学歴で対前年比増となった。 

「初任給を引き上げた」企業は、前年度の34.6％から6.2ポイント増の40.8％となり、2008年度の調査以来、10年ぶりに4割

を超えた。引き上げた理由で最も回答が多かったのは「人材を確保するため」56.5％だった。なお、引き上げた企業におけ

る引上げ額は、大学卒（一律）2,691円、高校卒（一律）2,553円である。 

 

 

１.【初任給の引上げ状況】 

 2018年４月入社者の初任給を「引き上げた」企業は40.8％（2017年度調査34.6％）、「据え置いた」企業は57.0％（同

62.8％）。なお、「引き下げた」企業はなかった。 

 初任給を引き上げた理由（複数回答）は、「人材を確保するため」56.5％、「在籍者のベースアップがあったため」

43.5％、「初任給の据置きが長く続いていたため」7.6％。 

 

 

２.【初任給額の水準】 

 2018年度の学歴別の初任給額は右表のとおり。

なお、大学卒と高校卒については、一律に初任

給を決定している場合に加え、職種やコース（総

合職と一般職、広域勤務と地域限定勤務など）

で初任給額に格差を設けている場合は、各企業

の「最高額」と「最低額」をたずねた。 

 

 

【付帯調査 新入社員の夏季賞与】 

 新入社員に対して「何らかの夏季賞与を支給する」企業は85.0％、「支給しない」企業は7.5％。 

 新入社員に対する夏季賞与の支払方法で最も多いのは「一定額（寸志等）」64.1％ 

 支給額の平均は、大学卒で88,428円、高校卒で69,873円。 

  

2018年度 決定初任給調査 

引上げ企業は40.8％で、前年度より6.2ポイント増 

初任給額は大学卒（一律）206,333円、高校卒（一律）167,249円 

主なポイント 

学歴 初任給（円） 対前年増減額（円） 対前年増減率（％） 

大学院博士 227,452 円 1,027 0.45 

大学院修士 218,991 円 810 0.37 

大学卒（一律） 204,703 円 637 0.31 

大学卒（格差あり）最高額 212,919 円 1,933 0.91 

大学卒（格差あり）最低額 190,025 円 873 0.46 

短大卒 事務 177,491 円 681 0.38 

高専卒 技術 182,805 円 952 0.52 

高校卒（一律） 164,717 円 611 0.37 

高校卒（格差あり）最高額 175,322 円 1,640 0.94 

高校卒（格差あり）最低額 164,769 円 1,326 0.80 

専修・専門技術学校卒２年修了 181,258 円 879 0.48 

専修・専門技術学校卒３年修了 184,301 円 742 0.40 

 

調査要領 
全国１・２部上場企業と過去に本調査に回答のあった当社会員企業から任意に抽出した3,000社に対して、

2018年4月に調査票を郵送で依頼し、321社の回答を得た。 
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学歴 
初任給 

（円） 

対前年 

増減額（円） 

対前年 

増減率（％） 

大学院卒 博士 231,095 1,695 0.73 

大学院卒 修士 223,162 1,604 0.72 

大学卒（一律） 206,333 860 0.42 

大学卒（格差あり） 最高額 219,751 3,927 1.79 

大学卒（格差あり） 最低額 191,710 1,806 0.94 

短大卒 事務 179,508 1,358 0.76 

高専卒 技術 186,730 1,184 0.63 

高校卒（一律） 167,249 958 0.57 

高校卒（格差あり） 最高額 177,908 2,357 1.33 

高校卒（格差あり） 最低額 164,781 3,060 1.86 

専修・専門技術学校卒 ２年修了 184,350 1,782 0.97 

専修・専門技術学校卒 ３年修了 189,493 1,494 0.79 

 



 

 

１ 初任給の引上げ状況 

（１）初任給の改定状況 

2018年４月入社者の初任給を引き上げた企業は40.8％と、前年度の34.6％から6.2ポイントもの増加となった。

引き上げた企業の内訳をみると、全学歴を対象に引き上げた企業は78.6％、一部学歴を対象に引き上げた企業は

16.0％であった。一方、据え置いた企業は57.0％で、引き下げた企業はなかった。 

 企業規模別に引き上げた企業の割合をみると、1,000人以上企業が62.2％、300～999人企業が32.4％、299人以下

企業が32.6％と、1,000人以上企業が300～999人企業、299人以下企業の2倍ほどとなっている。 

 引き上げた企業の割合は、2008年度調査（44.6％）で4割を超えたあとは1割程度が続き、2014年以降は３割程度

まで上昇していたが、今回の調査で10年ぶりに4割を超えた。 

 

 

 

（２）初任給改定の理由 

 初任給を引き上げた理由（複数回答）をみると、最も多かったのが「人材を確保するため」56.5％、次いで「在

籍者のベースアップがあったため」43.5％である。「人材を確保するため」はどの企業規模でも5割超（1,000人以

上企業58.9％、300～999人企業54.5％、299人以下企業54.8％）となっており、人手不足が高まるなかで、初任給

額が重要なアピールポイントの一つとなっているようである。 

 据え置いた理由（複数回答）をみると「現在の水準でも十分採用できるため」53.6％が最も多く、次いで「在籍

者のベースアップがなかったため」35.0％となっている。 

 

引き上げた理由と据え置いた理由（複数回答） 

 

 

（単位：％）

人材を確
保するため

在籍者の
ベースアッ
プがあった

ため

初任給の
据置が長く
続いていた

ため

その他 無回答

現在の水
準でも十分
採用できる

ため

在籍者の
ベースアッ
プがなかっ

たため

新卒採用
はしないた

め
その他 無回答

調 査 計 100.0 (131) 56.5 43.5 7.6 6.1 9.9 100.0 (183) 53.6 35.0 3.3 7.1 7.7

2017年調査 100.0 (104) 52.9 41.3 6.7 9.6 6.7 100.0 (189) 46.0 42.3 7.4 5.8 5.8

1,000 人 以 上 100.0 (56) 58.9 55.4 5.4 5.4 1.8 100.0 (29) 65.5 27.6 － 6.9 3.4

300 ～ 999 人 100.0 (33) 54.5 36.4 6.1 12.1 15.2 100.0 (68) 54.4 36.8 － 8.8 7.4

299 人 以 下 100.0 (42) 54.8 33.3 11.9 2.4 16.7 100.0 (86) 48.8 36.0 7.0 5.8 9.3

製 造 業 100.0 (61) 49.2 60.7 9.8 4.9 4.9 100.0 (58) 41.4 41.4 3.4 12.1 8.6

非 製 造 業 100.0 (70) 62.9 28.6 5.7 7.1 14.3 100.0 (125) 59.2 32.0 3.2 4.8 7.2

合　計
（社数）

据え置いた理由（据え置いた企業＝100、複数回答）引き上げた理由（引き上げた企業＝100、複数回答）

産業・規模 合　計
（社数）
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２ 初任給額の水準 

2018年度の初任給額をみると、職種やコースによる格差がなく、一律に初任給を決定している企業の場合、大学

卒は206,333円、高校卒は167,249円である。 

本調査では、職種やコース（総合職と一般職、広域勤務と地域限定勤務など）で初任給額に格差を設けている場

合は、各企業の「最高額」と「最低額」をたずねている。大学卒の「最高額」は219,751円、「最低額」は191,710

円。高校卒では「最高額」177,908円、「最低額」164,781円である。 

2018年度 決定初任給 

 

 

 

調査名 2018年度 決定初任給調査 

調査機関 産労総合研究所 調査時期  2018 年４月～５月 

調査対象 
全国１・２部上場企業と過去に本調査に回答のあった当社会員

企業から任意に抽出した3,000社 

●集計企業の内訳(別表) 
（単位：％、（ ）内は社数） 

規  模 合 計 製 造 業 非製造業 

合  計 100.0 （321） 38.0 （122） 62.0 （199） 

1,000 人以上 100.0 （ 90） 44.4 （ 40） 55.6 （ 50） 

  300〜999 人 100.0 （102） 35.3 （ 36） 64.7 （ 66） 

  299 人以下 100.0 （129） 35.7 （ 46） 64.3 （ 83） 
 

調査方法 郵送によるアンケート調査方式 

回答状況 締切日までに回答のあった 321 社について集計。集計企業の内訳は別表を参照。 

留意点 
決定初任給とは、本採用後支払われる所定内賃金月額。通勤手当、時間外手当等は除く。 

前年比は、回答企業における 2017 年決定初任給との比較。 

 

（単位：円，（ ）内は社数）

最高額 最低額 最高額 最低額

231,095 223,162 206,333 219,751 191,710 179,508 186,730 167,249 177,908 164,781 184,350 189,493

(92) (152) (211) (99) (90) (139) (105) (165) (46) (42) (90) (35)

1,000 人 以 上 241,089 229,409 211,805 215,963 186,338 178,889 188,822 168,470 177,806 161,353 183,993 188,287

300 ～ 999 人 224,768 219,269 204,829 219,233 197,414 180,599 182,821 164,335 174,860 169,225 186,910 188,842

299 人 以 下 220,273 217,761 204,212 224,299 193,139 179,336 187,100 168,080 181,065 165,451 183,135 190,866

237,480 224,766 205,876 215,379 188,622 177,028 185,617 165,700 170,685 159,700 179,051 180,748

225,243 221,514 206,585 222,715 193,768 181,231 188,334 168,672 184,529 169,399 187,417 193,501

1,695 1,604 860 3,927 1,806 1,358 1,184 958 2,357 3,060 1,782 1,494

(84) (140) (197) (91) (83) (128) (95) (152) (41) (37) (79) (32)

1,000 人 以 上 2,310 2,224 1,406 2,331 2,264 1,670 1,270 1,595 4,246 2,843 1,778 1,830

300 ～ 999 人 1,775 1,135 446 1,865 1,263 1,030 1,287 412 1,417 2,591 1,669 1,050

299 人 以 下 537 1,263 903 7,263 1,813 1,282 972 866 1,554 3,743 1,861 1,583

1,628 1,274 875 1,213 1,185 1,068 1,156 607 △343 1,248 1,078 436

1,752 1,925 852 5,623 2,176 1,558 1,220 1,282 4,929 4,776 2,236 2,048

【対前年増減率（％）】

0.73 0.72 0.42 1.79 0.94 0.76 0.63 0.57 1.33 1.86 0.97 0.79

(84) (140) (197) (91) (83) (128) (95) (152) (41) (37) (79) (32)

1,000 人 以 上 0.96 0.97 0.66 1.08 1.22 0.93 0.67 0.95 2.39 1.76 0.97 0.97

300 ～ 999 人 0.79 0.52 0.22 0.85 0.64 0.57 0.70 0.25 0.81 1.53 0.89 0.56

299 人 以 下 0.24 0.58 0.44 3.24 0.94 0.71 0.52 0.52 0.86 2.26 1.02 0.83

0.69 0.57 0.43 0.56 0.63 0.60 0.62 0.37 △0.20 0.78 0.60 0.24

0.78 0.87 0.41 2.52 1.12 0.86 0.65 0.76 2.67 2.82 1.19 1.06

非 製 造 業 計

一　律修士 一　律
格差あり

2年修了
格差あり

調 査 計

博士

製 造 業 計

3年修了

高専卒
技　術

高校卒，事務・技術 専修・専門技術学校卒

【初任給（円）】

【対前年増減額（円）】

産業・規模

大学院卒 大学卒，事務・技術
短大卒
事　務

調 査 計

製 造 業 計

非 製 造 業 計

調 査 計

製 造 業 計

非 製 造 業 計
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調査要領 



 

 

【新卒入社者の夏季賞与・一時金の支給状況と支給額】 

本調査では、付帯調査として新入社員の夏季賞与の支給状況および支給額についても聞いている。４月入社の新

卒入社者の場合、入社年度の夏季賞与の支給日には在籍しているものの、算定期間としてはわずかか、あるいは算

定期間を過ぎた後の入社という場合が多い。そのなかで、何らかの形で夏季賞与を「支給する」企業は 85.0％、「支

給しない」企業は 7.5％となった。 

「何らかの夏季賞与を支給する」企業の支給方法をみると、最も多いのは「一定額（寸志等）」の 64.1％で、「在

籍期間の日割計算で支給」15.8％、「日割以外の一定割合で支給」13.2％、「日割＋一定割合または一定額」1.8％

と続く。 

支給額の平均をみると、大学卒 88,428 円、高校卒 69,873円となった。支給額の分布をみると、最も多く分布し

ているのは大学卒・高校卒ともに「5～10万円未満」（大学卒 44.4％、高校卒 56.8％）であった。 

 

新卒入社者の夏季賞与・一時金の支給状況 

 
 

 

夏季賞与・一時金の支給金額（夏季賞与・一時金を支給する企業） 

 

（単位：％）

一定額（寸
志等）を支

給

在籍期間
の日割計
算で支給

日割以外
の一定割
合で支給

日割＋一
定割合また
は一定額

その他 無回答

調 査 計 100.0 (321) 7.5 85.0 64.1 15.8 13.2 1.8 2.2 3.3 1.2 6.2

1,000 人 以 上 100.0 (90) 10.0 84.4 69.7 13.2 13.2 1.3 2.6 1.3 2.2 3.3

300 ～ 999 人 100.0 (102) 3.9 94.1 58.3 17.7 15.6 2.1 3.1 3.1 1.0 1.0

299 人 以 下 100.0 (129) 8.5 78.3 65.3 15.8 10.9 2.0 1.0 5.0 0.8 12.4

製 造 業 100.0 (122) 4.1 90.2 70.0 15.5 10.0 2.7 － 1.8 － 5.7

非 製 造 業 100.0 (199) 9.5 81.9 60.1 16.0 15.3 1.2 3.7 4.3 2.0 6.5

無回答

支給方法（支給する=100）

産業・規模
合　計
（社数）

夏季賞与
は支給しな

い

何らかの夏
季賞与を支

給する
その他

（単位：円，（ ）内は社数）

【大学卒】

調 査 計 88,428 (144) 78,087 (108) 103,116 (16) 107,991 (9) 200,250 (1) 147,820 (10)

1,000 人 以 上 82,715 (36) 78,030 111,102 92,793 － 91,333

300 ～ 999 人 95,445 (52) 87,000 81,358 117,855 － 175,800

299 人 以 下 85,585 (56) 70,454 124,509 104,972 200,250 167,000

製 造 業 84,742 (56) 78,384 81,368 115,830 200,250 137,000

非 製 造 業 90,774 (88) 77,883 120,031 107,011 － 152,457

【高校卒】

調 査 計 69,873 (95) 62,783 (72) 75,468 (11) 75,200 (4) 160,340 (1) 118,036 (7)

1,000 人 以 上 72,207 (24) 69,263 84,952 76,499 － 81,675

300 ～ 999 人 70,911 (31) 70,891 46,764 96,510 － 118,700

299 人 以 下 67,667 (40) 53,004 106,607 51,292 160,340 141,833

製 造 業 72,643 (48) 66,299 57,820 96,510 160,340 121,963

非 製 造 業 67,043 (47) 59,066 90,176 68,097 － 112,800

産業・規模 平均

支給基準別支給金額

一定額（寸志等）
を支給

在籍期間の日割計算
で支給

日割以外の一定割合
で支給

日割＋一定割合
または一定額

その他

新入社員の夏季賞与（2018年度 決定初任給付帯調査）  

85.0％の企業が何らかの夏季賞与を支給 

支給額は大学卒88,428円、高校卒69,873円 


